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１． 営繕工事における働き方改革の取組
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営繕工事における働き方改革の取組

＜建設業の働き方改革 今後の取組の方向性＞

○ 適正な工期設定

・「公共建築工事における工期設定の基本的考え方」に基づき、「建築工事適正
工期算定プログラムＶｅｒ．2（日建連）」を活用した適切な工期設定、工期延期

・設備工事の適正な工期確保のため、概成工期（受電時期の目安）の設定、建築
工事の工程表による設備工事の施工期間確保の確認に同プログラムの活用

○ 週休２日の推進
・建築工事標準仕様書において週休２日を適用

・原則、週２日現場閉所の試行とともに、週休２日工事をモニタリング

・週休2日促進工事（労務費の補正等）の実施

○ 施工時期の平準化
・予算取得の国債化（適正な工期確保にも寄与）、余裕期間制度の活用

・長期国債の活用などにより、年度末に集中する完成時期の分散化

○ ICTの積極的な活用等
・BIM活用・施工合理化工法の施工者提案による採用

・民間で進められている施工合理化工法の評価、標準化の検討

○ 書類の簡素化
・書類の簡素化（現場での運用の徹底）、国の統一基準として工事の標準書式を制定

・ICT活用などによる書類作成及び情報伝達の効率化方策の検討

○ 設計意図の的確な反映 （建築固有の対応）
・遅滞ない設計意図伝達（施工段階の設計）のため伝達時期を遵守する旨を規定

・各施工計画段階で施工図等に設計意図を的確に反映するため、工事契約後に
決定すべき事項を適時に確定する仕組みを検討

○ 予定価格の適正な設定
・営繕積算方式において法定福利費・安全衛生経費を適切に計上

① 適正な工期設定・施工時期の平準化

・時間外労働の上限規制に対応できるよう､
週休２日を前提とした適正な工期設定によ
る工事の発注や施工時期の平準化を推進

② 社会保険の法定福利費や安全衛生
経費の確保

・適正な工期設定に伴うコスト増加のしわ寄
せが必要経費の削減に繋がらないよう、社
会保険の法定福利費や安全衛生経費を含
んだ適正な請負代金による契約を徹底

④ ガイドラインの策定・周知

⑤ 不適正な工期への対応の強化

⑥ 民間発注者への支援等

⑦ フォローアップ

⇒ 省内対応に連動

③ 生産性向上（i-Construction）
・工事現場における生産性向上を図る観点
から、ＩＣＴの積極的な活用や書類の簡素化
を推進

（出典 ： 建設業の働き方改革に関する協議会資料（平成29年7月28日））

（凡例 ： 既往・継続の取組－青字 新たな取組－赤字）＜営繕工事における取組＞

公
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建設業の働き方改革における今後の取組の方向性を受け、営繕工事における働き方改革の取組をパッケージ化

H29.9～実施

H29.10～実施

H29.12～実施

H29.12～改善（工事成績評定要領の運用改定）

H30.4～実施

H30.3～実施

②

③
④

⑤

⑥

⑦

①

H30.2～見直し・変更
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①公共建築工事の適正な工期設定に向けた取組
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②営繕工事における各工程の適正な施工期間の確保

1 概成工期の設定 （工事発注準備段階）

２ 実施工程表の確認 （工事施工段階）

※１ 建築物等の使用を想定して総合試運転調整を行ううえで、関連工事を含めた各
工事が支障のない状態にまで完了しているべき期限。

※２ （一社）日本建設業連合会作成の最新版。
※３ 概成工期が設定された工事の場合。

○ 新築を対象として、総合試運転調整の期間を確保するため、

概成工期※１を設定し、現場説明書等に特記

○「建築工事適正工期算定プログラム」※２を参考として設定

■ 建築工事の工程の例（事務所、ＲＣ－４、３，０００㎡）

○ 監督職員は、実施工程表の承諾に際し、以下の内容を確認

① 概成工期が明記されていること※３

② 監督する工事の各工程の施工期間が適正に確保されて

いること

③ 別契約の関連工事の施工期間が適正に反映されている

こと

④ 特に、建築工事においては、全体の工程に影響する可能

性の高い、次に示す設備工事の施工期間が適正に確保さ

れていること

ア）天井内のダクト、配管、ケーブルラック及び配線

イ）屋上設備

ウ）総合試運転調整

○ 監督職員は、実施工程表が変更された場合の承諾に際して

も、必要に応じて、上記の内容を確認

後工程（内装工事、設備工事、舗装工事等）にしわ寄せを生じさせないよう配慮するなど、
各工程の適正な施工期間を確保する。

天井内の
ﾀﾞｸﾄ、配管、
ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ
及び配線

屋上設備
後工程（設備工事等）に
しわ寄せを生じさせない

総合試運転調整

工
事
着
手

工
事
着
手

上
棟

概
成

竣
工

工期

概成工期
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④国土交通省営繕工事における週休２日工事の概要
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⑤施工者提案による施工合理化技術の採用（「営繕工事 成績評定要領の運用」の改定）
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⑤建築分野（官庁営繕）におけるＩＣＴ等の導入
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⑤営繕工事において施工合理化技術の更なる活用促進
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２． 営繕工事における円滑な施工確保に向けた取組
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（１）適正な参加要件と工期設定

官庁営繕工事の円滑な施工確保対策（関東地方整備局営繕部）

 必要最低限の参加要件（工事実績等）設定
 適切な等級の設定
 工事成績相互利用型総合評価方式の試行
 適正な工期設定と施工時期の平準化

• 技術者配置や職人確保が困難
• 直轄工事の実績がない
• 年度末に工期が集中

参加要件が整わない

• 条件明示が不足、不明瞭
• 工事書類が煩雑
• 改修等における施工手間
• 潜在リスクの低減
• 適切な変更協議の実施

施工時の負担が大きい

• 積極的な情報発信と提供の工夫
• 発注情報のきめ細かい公表
• 入札時の提出書類簡素化

応札時の負担軽減

• 実勢価格と乖離
• 現場条件等に応じた積算
• 他工種が多い工事の積算
• 設計変更の透明性と公平性

実勢価格の反映

１．発注規模の適正化

２．適正工期の設定

３．平準化を考慮した発注計画

４．「営繕積算方式」の普及・周知

５．適切な設計変更

６．工事関係図書等の効率化の継
続的実施

７．入札手続きの効率化

８．発注情報の早期提供

９．発注者間の連携強化と支援

１０．将来の担い手育成

今後の継続的な取組課題及びご意見等

○ 小規模工事を主な対象とし、営繕工事における円滑な施工確保のための取組みを継続的に実施。
（H25年10月以降、順次取組を強化。これらの取組を継続、必要な改善・工夫。）

（３）工事管理の効率化

（２）現場条件や実勢価格を反映した積算

（４）入札時の負担軽減、情報提供の工夫

 発注予定情報の提供の工夫（HP、RSS、ﾒｰﾙ配信）
 工事内容、施工条件を分かりやすく伝える工夫

（公告時に工事概要書の参考配布）

 分かりやすい施工条件明示
 工事関係図書等の効率化
 必要な設計変更等の措置

 取引実態をふまえた積算
 「見積活用方式」の試行
 共通費積上げ工夫と工期連動型共通費算定
 積算数量の明確化と協議 の円滑 化
 インフレスライド等の確実な対応

円滑な施工確保のための取組み

地方公共団体等への周知
担い手不足、入職しやすい環境作り

・公共相談窓口の活用、会議等による情報発信
・担い手の中長期的な育成・確保のための取組み

13



実績要件の緩和（設備工事の例）

【企業に求める要件】
 実績工事は、民間工事、官公庁工事のいずれ

でも申請が可能。
（評価の優劣はなし。）

 「（ア）又は（イ）」と明示している場合は、いず
れの実績でも可。

 実績工事の要件として、施工能力評価型で改
修の場合は、原則として数値条件を付さない。
（構造・面積等の数値が明示されている場合
は、それを下回らないように留意。）

 ＣＯＲＩＮＳで、建物の構造・規模、配置予定技
術者の従事実績等が確認できない場合がある
ため、提出前にＣＯＲＩＮＳの出力内容を必ず
確認。

 民間工事等を含めCORINSで確認できない場
合は、構造・規模、用途、配置予定技術者の
契約書の写し及び施工実績や工事経験が確
認出来る必要最小限の図面を必ず添付。

【配置技術者に求める要件】
 配置予定技術者の経験については、「役職（現

場代理人、監理技術者等）」は問わない。
（当該工事に従事した担当技術者でよい。）

 配置予定技術者は、複数名（２人以上）申請す
ることが可能。 ※ ただし、すべての者が参
加要件を満足する必要がある。

留意事項

65

■ 企業に求める施工実績要件（例①）

■ 配置予定技術者に求める工事経験（例①）

■ 企業に求める施工実績要件（例②）＜種目が多岐にわたる場合＞

■ 配置予定技術者に求める工事経験（例②）

上記の面積及び階数要件を緩和する。
※ 面積要件を設定する場合は、工事特性を踏まえた必要最低限の要件とする。

平成14年4月1日以降に、関東地方整備局管内で元請けとして完成・
引渡しが完了した下記の要件を満たす同種工事の新設又は改設の施
工実績を有すること。

１．工事種目 電灯設備（機器、機材、配管配線等の施工及び試験・
調整を含む工事とする。）

一人の者が、過去に、元請けとして完成・引渡しが完了した上記の要
件を満たす工事経験を有すること。

平成14年4月1日以降に、関東地方整備局管内で元請けとして完成・
引渡しが完了した下記の要件を満たす同種工事の新設の施工実績を
有すること。

１．延べ面積 ３，０００㎡以上（建物１棟における延べ面積とし、増
築にあっては増築部分とする。）

２．階 数 ３階以上
３．工事種目 空気調和設備、給水設備



＜設備の場合＞

＜地域要件（本店等の所在地）＞

①：ＷＴＯ対象のため地域要件は付さない

②，③：関東地方整備局管内に建設業法に基づく本店（本社）･支店･営業所

④～⑥：施工都県内（又は施工箇所等から○○km以内）に建設業法に基づく本店（本社）・支店・営業所

工事等級と地域要件の設定
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技術的難易度 Ⅰ～Ⅱ Ⅲ Ⅳ～Ⅵ

①経営事項評価点数：１１００点以上

②Ａ等級

３．０億円

③Ａ＋Ｂ等級

Ｃランク ⑥Ｃ等級
一般競争入札
（拡大（試行））

Ｂランク
１．５億円

⑤Ｂ等級
０．６億円

０．５億円

④Ｂ＋Ａ等級

２．０億円

Ａランク

一般競争入札

（政府調達協定対象）
６．８億円 ６．８億円

一般競争入札



【登録機関の工事成績データの活用】
①【競争参加資格（欠格要件）】
1)同種工事が「工事成績評定点６５点未満」を登録機関の工事成績を用いて評価
2）当該工事工種の過去２年間の「工事成績評定点が平均点６０点未満」を登録機関の工事成績を用いて評価
②【評価項目】
1）企業の工事成績評定点を登録機関の工事成績を用いて評価
2）配置予定技術者の工事成績評定点を登録機関の工事成績を用いて評価

○工事成績相互利用型総合評価方式

【対象工事、開始時期】
○工事規模 ：全ての営繕工事

○対象工事 ：建築工事（建築工事）、電気設備工事（電気設備工事）、機械設備工事（暖冷房衛生設備工事）、
エレベーター設備工事（機械設備工事） ※（ ）は国土交通省工事種別

○総合評価タイプ：施工能力評価型（Ⅰ型・Ⅱ型）、技術提案評価型Ｓ型（ＷＴＯ以外・ＷＴＯ対象）
○開始時期 ：平成29年4月から入札手続きを開始する工事

【試行の概要】
国（官庁営繕関係）の統一基準である「工事成績評定要領」に基づき評定点を算出・登録した工事成績相互利
用登録機関※の各府省等の工事成績データを、「競争参加資格」及び「総合評価落札方式の評価項目」におい
て活用する取組み。
（※工事成績相互利用登録機関）
衆議院、参議院、最高裁判所、国立国会図書館、内閣官房、内閣府、警察庁、法務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、
国土交通省、環境省、防衛省 等

【目的】
１．公共建築工事において競争参加者の参加を促す。

２．工事成績データの共有化・相互利用の促進による、発注者間の連携強化を図る。

企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保
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発注者は、「適切な工期」を実施するために、以下の事項に配慮する。

なお、工事費が工期に連動することに留意する。

②設計、工事発注段階

自然的要因（多雪、寒冷、多雨地域、地質、
透水など）、社会的要因（労働事情、建設資
材の調達事情、交通事情など）、休日等によ
る不稼働日を踏まえた工期を設定する。

特定の施工条件は設計図書に明示し、それ
らを考慮して工期を設定する。必要に応じて、
施工手順を図示することも検討する。

過去の実績等を参考にしつつ、設備の最終
調整や各完了検査などを考慮し、実情に応
じた工期を設定する。 17

現場実態を考慮した適切な工期の設定

①予算措置段階

予算措置段階における
工期の設定が、以降の
対応に大きく影響する
ことを念頭において、適
切な工期の設定に努め
る。工事実施に複数年
を要するものについて
は、債務負担行為の積
極的な活用等の措置を
講ずる。

③施工段階

当初発注時には予見で
きない施工条件や環境
などに変化が起きた場
合は、契約書に則り設
計変更等を適時適切に
実施する。

発注者の責務

発注者は、当該工事の規模、難易度や地域の実情等を踏まえた適切な工
期を設定するよう努めるものとする
(「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針」参照)

○ 適切な工期設定に関する配慮事項



①「発注者指定方式」 ： 余裕期間内で工期の始期を発注者があらかじめ指定する方式

②「任意着手方式」 ： 受注者が工事の開始日を余裕期間内で選択できる方式

③「フレックス方式」 ： 受注者が工事の始期と終期を全体工期内で選択できる方式

１．余裕期間の長さ：工期の30％を超えず、かつ、４ヶ月を超えない範囲
２．技術者の配置：
（１）技術者の配置必要なし、現場着手してはいけない期間（資機材の準備は可、現場搬入不可）
（２）実工期・実工事期間：技術者の配置必要、準備・片付け期間を含む。

余裕期間 実 工 期

工期の始期を指定

全体工期＝余裕期間＋実工期発注時

工期の終期を選定

余裕期間 受注者が工期を選定

工期の始期を選定

契約時

実工事期間 ※）全体工期内で受注者が実工期を選択

範囲内で受注者が契約時に選定

余裕期間 実 工 期

余裕期間 実 工 期

工期の始期を指定

実工事期間は変更出来ない

18

余裕期間の設定



①新しい工事

専任を要する期間（Ａ技術者）

契約締結日
(3/10）

■これまでの工事における技術者の配置（例）

工事着手日
(4/10）

準備期間(30日）

②履行中の工事
工事完成日

(3/15）

工事完成
日(6/30）

■余裕期間を設定した場合の技術者の配置（例）：余裕期間を見込む場合

配置を要する期間（Ａ技術者）

専任を要する期間（Ａ技術者）

契約締結日
(3/10）

工事開始日
(4/1）

②履行中の工事
工事完成日

(3/15）

工事完成日
(8/31）

配置不要

専任不要

■ これまでの工事においては、現場へ専任を要
する期間について、入札説明書、特記仕様書
に明記しておらず、「契約工期」について、技術
者の配置、専任を求めていた。

■ 一方、例えば年度末（3月）に工期を迎える工

事を担当している監理技術者等が専任で工事
を実施している場合、３月に契約を予定してい
る新規工事の配置予定技術者として配置する
ことができなかった。

■ 発注者の計画的な発注の促進

■ 受注者の円滑な施工体制の整備の観点から
余裕期間を確保

⇒ 余裕期間は準備工等以前の建設資材、労働
力確保等の調整準備段階であり、監理技術者
等の配置、現場への専任を要しない。

配置を要する期間（Ａ技術者）

（Ａ技術者）

契約工期

実工期（準備期間含まれる）※余裕工期（20日間）
※余裕期間は、工事の着手
は勿論のこと資材の搬入、
仮設物の設置等は行っては
ならない。
＝工事現場管理も同様

契約工期

重複

新工事に配置予定技術者として、参加が不可能

余裕期間内は、履行中の技術者であっても配置予定技術者として、参加が可能

①新しい工事

（Ａ技術者）

余裕期間を設定した場合の技術者配置
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20

公共建築工事における現場の実態を踏まえた課題への対応

○ 実勢価格や現場実態を的確に反映した適切な予定価格を設定するためのポイント

（１） 実勢価格や現場実態を的確に反映した単価及び価格の設定が必要

 工事内容や施工条件に応じた、適切な単価を算定するため、市場単価を補正する「市場単価補正方式」の採用

 実勢価格の把握が困難な場合に、入札参加者から見積を徴収して予定価格に反映する「見積活用方式」の採用

（２） 現場実態を反映した共通費（共通仮設費、現場管理費）の算定及び条件明示が必要
 揚重機、仮設用地借地等に要する費用について、現場の実情に応じて算定し、共通費に積上げ（契約変更で精算も可能）

 共通仮設費の積上げ項目等について、施工条件明示、公開数量書への明記にかかる取組

 地域外労働者を確保するための費用（旅費や宿泊費）を契約変更で精算し、共通費に積上げ

（３） 現場実態を考慮した適切な工期の設定が必要
 工事内容、施工条件等を踏まえた適切な工期設定及び柔軟な工期延長の対応の徹底

 工期延長にともない増加する共通費（共通仮設費、現場管理費）について、「工期連動型共通費積算方式」で増額変更

（４） 施工条件の変更や物価変動等に対する適切な契約変更が必要
 施工条件の変更に伴う適切な設計変更、物価変動に伴うスライド条項の適切な運用を徹底

○ 地方公共団体への支援

 『営繕積算方式』の地方公共団体への普及・促進及び 「公共建築相談窓口」における相談対応の推進

※建設業団体等との意見交換を踏まえ整理



◆ 対象工事及び項目

◆ 「見積活用方式」の概要

入札の不調・不落が発生している工事において、公共建築工事積算基準類に基づく価格（以下「標準積算」という。）と実勢価
格に乖離が生じていると考えられる項目について、入札参加者から提出される見積書を用いて予定価格を作成する方式

対象工事 ： 標準積算と実勢価格に乖離が生じ、不落になった工事等
対象工種 ： 直接工事費のうち、内訳書又は現場条件等から標準積算の材料単価、複合単価、市場単価及び見積単価に乖離

がある項目、並びに共通仮設費、現場管理費の積み上げ部分

例） 鉄筋工事（加工組立）や型枠工事の単価

入
札
手
続
き

（見
積
を
求
め
る
工
種
、
科
目
、

細
目
等
を
入
札
公
告
に
明
記
し

依
頼
）

見
積
活
用
方
式
の
適
用
の
検
討

（
工
事
及
び
項
目
等
の
選
定
及
び

決
定
）

見
積
書
の
提
出

見
積
内
容
の
妥
当
性
の
判
断

（必
要
に
応
じ
て
ヒ
ア
リ
ン
グ
等

に
よ
る
確
認
を
実
施
）

入
札

契
約
締
結

＜妥当性の判断＞

・ 直近の取引実績を示す契約書類等
により、見積内容の妥当性を確認

◆ 手続きの流れ

10日以上
（内容により適宜設定）

予
定
価
格
の
作
成

（妥
当
性
の
確
認
が
で
き
た
見
積

価
格
を
予
定
価
格
へ
反
映
）

○ 営繕工事における入札参加者から見積りの提出を求める「見積活用方式」の試行
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実勢価格や現場実態を的確に反映した単価及び価格の設定



※設計図書への施工条件明示のイメージ

《現場説明書》

《設計図面》

・交通誘導
警備員

30人/日

・交通誘導
警備員

30人/日

・交通誘導
警備員

30人/日

・交通誘導
警備員

30人/日

施工手順
手順1.・・・・
手順2.・・・・
手順3.・・・・

現場説明書

改修 例

設計図面
○○○○改修工事

○○整備局営繕部

配置図

建物

道路

凡例

仮囲い

工事用ゲート

例

【例】 仮囲い、工事用出入口、交通誘導警備員に関する施工条件明示

例

参考【改修（例）】 改修工事の工程（作業範囲及び手順）等に関する施工条件明示

作業範囲毎に区分した工事内訳書の作成

直　接　工　事　費　細目別内訳

名　　　称 摘　　　　　要 数量 単位

計

1.建物　1)庁舎　　内装改修　　作業範囲Ｄ 改修

壁

せっこうﾎﾞｰﾄﾞ
張り(GB-R)

厚12.5

不燃鋼製下地
突付け

90 ㎡

天井
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ
張り(GB-R)

厚12.5
不燃
突付け

60 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ

無 地 厚さ2.5

一般床
熱溶接工法

60 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ幅木 高さ60 35 ｍ

直　接　工　事　費　細目別内訳

名　　　称 摘　　　　　要 数量 単位

計

1.建物　1)庁舎　　内装改修　　作業範囲Ｃ 改修

天井
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ

張り(GB-R)

厚12.5
不燃

突付け
40 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ幅木 高さ60 20 ｍ

壁
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ
張り(GB-R)

厚12.5
不燃鋼製下地
突付け

60 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ

無 地 厚さ2.5

一般床
熱溶接工法

40 ㎡

直　接　工　事　費　細目別内訳

名　　　称 摘　　　　　要 数量 単位

計

1.建物　1)庁舎　　内装改修　　作業範囲Ｂ 改修

壁

せっこうﾎﾞｰﾄﾞ
張り(GB-R)

厚12.5

不燃鋼製下地
突付け

90 ㎡

天井
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ
張り(GB-R)

厚12.5
不燃
突付け

60 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ

無 地 厚さ2.5

一般床
熱溶接工法

60 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ幅木 高さ60 35 ｍ

直　接　工　事　費　細目別内訳

名　　　称 摘　　　　　要 数量 単位

計

天井
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ
張り(GB-R)

厚12.5
不燃
突付け

40 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ幅木 高さ60 20 ｍ

壁

せっこうﾎﾞｰﾄﾞ
張り(GB-R)

厚12.5

不燃鋼製下地
突付け

60 ㎡

ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ

無 地 厚さ2.5

一般床
熱溶接工法

40 ㎡

1.建物　1)庁舎　　内装改修　　作業範囲Ａ 改修

直　接　工　事　費　細目別内訳

名　　　称 摘　　　　　要 数量 単位 単価 金額 備考

○○○ ○○○

○○○ ○○○

○○○ ○○○

○○○ ○○○

計

○○○

無 地 厚さ2.5
一般床
熱溶接工法

高さ60

厚12.5
不燃鋼製下地
突付け

厚12.5
不燃
突付け

㎡

ｍ

㎡

㎡

ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ

ﾋﾞﾆﾙ幅木

200

110

300

200

壁
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ
張り(GB-R)

天井
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ
張り(GB-R)

1.建物　1)庁舎　内装改修　改修

直　接　工　事　費　中科目別内訳

科目名称 中科目名称 数量 単位 金額 備考

内装改修 作業範囲Ｄ 改修 1 式 ○○○,○○○

内装改修 作業範囲Ｄ 撤去 1 式 ○○,○○○

内装改修 作業範囲Ｂ 改修 1 式 ○○○,○○○

内装改修 作業範囲Ｂ 撤去 1 式 ○○,○○○

内装改修 作業範囲Ｃ 改修 1 式 ○○○,○○○

内装改修 作業範囲Ｃ 撤去 1 式 ○○○,○○○

式 ○○,○○○

直接仮設 作業範囲Ｃ 1 式 ○○○,○○○

直接仮設 作業範囲Ｂ 1 式 ○○,○○○

直接仮設 作業範囲Ｄ 1

計 ○,○○○,○○○

内装改修 作業範囲Ａ 改修 1 式 ○○○,○○○

内装改修 作業範囲Ａ 撤去 1 式 ○○,○○○

計 ○,○○○,○○○

庁舎

直接仮設 作業範囲Ａ 1 式 ○○○,○○○

直　接　工　事　費　中科目別内訳

科目名称 中科目名称 数量 単位 金額 備考

○,○○○,○○○

○,○○○,○○○

○,○○○,○○○

○,○○○,○○○

○,○○○,○○○

式

式

式

内装改修

内装改修

計

撤去

改修

1

1

1

庁舎

直接仮設

計

○ 共通仮設費積上げ項目である仮囲い、交通誘導警備員等を施工条件として明示
○ 工程に影響を及ぼす施工区分・手順を施工条件として明示→工事費内訳書の作成に反映

精算変更
も可能に

作業手順等の明示により、数量が複数工区等に分割さ
れることから、小規模、僅少数量が多くなる

改修

（

現場実態を踏まえて、標準的な配置計画では、
施工が困難と考えられる場合は、揚重機の能
力や設置期間等について施工条件明示を検討

共通仮設費（積上分）　細目別内訳

名称 摘　要 数量 単位 単価 金額 備考

別紙 00-001

ｍ

交通誘導警備員 30 人

揚重機械器具 1 式

工事用ｹﾞｰﾄ 2

共通仮設費
(率算定分)

※共通仮設費率により算定 1 式

小計

共通仮設費
(積上げ分)

ヶ所

小計

計

※積上げにより算定

仮囲い 万能鋼板　H=2.0m 243

現場実態を反映した共通費の算定と施工条件の見える化
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共通仮設費

現場管理費

現場管理費 一般管理費等

受注者の責によらず
工期が遅延

標準的な工事 直接工事費

共通仮設費 一般管理費等

【工期（Ｔ）】

【工期（Ｔ+ t1）】

直接工事費

共通費 工期に連動して増額

○ 工期延長に対応した共通費（共通仮設費、現場管理費）の算定

「工期連動型共通費積算方式」

工期の延長分(t１)に応じて増額（精算） 工期の延長分(t１)に応じて増額（精算）

※「公共建築工事共通費積算基準」より

現場実態を考慮した適切な工期の設定
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契約変更が必要



※受注者発議の協議は、入札
時に発注者が示す入札時積算
数量書の積算数量を活用した

場合に可能

入札時積算数量書活用方式

○入札参加者に、発注者の示す数量書

「入札時積算数量書」の活用を促す。

○契約後、入札時積算数量書の積算数

量に疑義が生じた場合に、受発注者

間で協議し、必要に応じて数量を訂

正し請負代金額を変更することを契

約事項とする。

背 景

○改正品確法において「公正な契約を適正な請負代金額によって信義に従って誠実に履行する」と基本理念に規定。

○従来から入札参加予定者へ「数量書」を公開、提供。ただし、「数量書」は参考資料との位置づけのため、契約後の発

注者の運用にばらつき。

普及・促進

○平成29年4月からの本実施に加え、円滑な運用に資することを目的として作成した運用マニュアル（H29.10）について、
地方整備局等に通知するとともに、地方公共団体等に周知。

○引き続き、地方公共団体等に対し、公共建築相談窓口での相談対応や各種会議等における説明を通じ普及・促進。

概 要

・ 平成28年4月から営繕工事に試行導入

・ 試行結果を踏まえ、平成29年4月1日
以降入札手続きを開始する営繕工事から

本実施に移行

入札参加者は、発注者
が示す入札時積算数量
書の積算数量を活用

仕様書

【設計図書】

【入札時公開資料】

入札説明書

「入札時積算数量書活用方式」

の対象工事である旨等を明記現場説明書

【契約】

【設計図書】

仕様書 質問回答書

入札時積算数量書

現場説明書

図面

入札説明書別添

図面

【工事請負契約書】

入札参加者

提出
入札

前項(受注者からの確認の請求)は,

入札時積算数量書における当該疑

義に係る積算数量と、これに対応

する受注者が入札時に提出した

工事費内訳書における当該数量が

同一であると確認できた場合のみ

に行うことができる

「入札時積算数量書」に疑

義が生じた場合の確認の

請求、受発注者の協議、

訂正等について明記

入札時積算数量書を
契約書に位置づけ
（参考資料ではない）

第18条の2第2項
第18条の2

工事費内訳書

入札時積算数量書活用方式の導入
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○積算数量の拾い忘れや違算を防止し精度向上を図ることを目的に、積算業務の各過程
においてチェックすべき項目や数量確認のための数値指標を整理（H27.3）

○会議等各種機会を活用した地方公共団体等への普及・促進

予
定
価
格
内
訳
書

「公共建築数量積算基準」より

設
計
数
量

設計図書に表示されている個数や、設計寸法から
求める数量

所
要
数
量

《鉄筋材、鉄骨材、木材 》
定尺寸法による切り無駄や、施工上やむを得ない
損耗を含んだ数量

計
画
数
量

《仮設、土工等》
設計図書に表示されていない施工計画に基づく数
量

設計数量の割増

設計図書に基づく適正な数量の算出

【設計図書】

仕様書
（特記含む）

現場説明書
質問回答書

図面図面図面図面

『施工計画の作成』
・工程計画
・仮設計画（揚重機含む）
・土工計画（山留め含む）

『設計図書の作成』
・設計図書間の整合
・施工条件の明示

数量拾書数量拾書積算数量算出書

【積算数量書】

質問回答書質問回答書積算数量
調書

等

反
映

『数量等のチェック』
・数量を算出するための項目
のチェック

・算出した数量のチェック 等

計
測
・
計
算

『数量の算出』
「施工条件が明示された設計図書」及

び「設計図書を踏まえた施工計画」に基
づき、数量の計測、計算を実施

数量積算の概要数量積算の概要

営繕工事
積算チェック
マニュアル

構成構成 ●数量算出チェックリスト（例：コンクリートの増打ち部分はきちんと計上しているか）

●積算数量調書チェックリスト（例：コンクリート打設手間は打設部位、打設回数毎に計上しているか）

●数量チェックシート （例：コンクリート総量は延床面積×（０．８～１．０）の範囲であるか否か）

※建築・電気設備・機械設備それぞれ作成（新営・改修とも。なお数量チェックシートは建築のみ）

概 要概 要

「営繕工事積算チェックマニュアル」の普及・促進
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項目
全体スライド

（第１～４項）

単品スライド

（第５項）

インフレスライド

（第６項）

適用対象工事
工期が12ヶ月を超える工事

但し、残工期が2ヶ月以上ある工事

すべての工事 すべての工事

但し、残工期が2ヶ月以上ある工事

条項の趣旨
比較的緩やかな価格水準の変動に対
応する措置

特定の資材価格の急激な変動に対応す
る措置

急激な価格水準の変動に対応する措置

請負額

変更の

方法

対象
請負契約締結の日から12ヶ月経過後の
残工事量に対する資材、労務単価等

部分払いを行った出来形部分を除く特定
の資材（鋼材類、燃料油類等）

賃金水準の変更がなされた日以降の基準
日の残工事量に対する資材、労務単価等

受発注者

の負担

残工事費の１．５％ 対象工事費の１．０％
（但し、全体スライド又はインフレスライドと併用の場合、
全体スライド又はインフレスライド適用期間における負
担はなし）

残工事費の１．０％
（29条「天災不可抗力条項」に準拠し、建設業者の経営
上最小限度必要な利益まで損なわないよう定められた
「１％」を採用。単品スライドと同様）

再

スライド

可能
（全体スライド又はインフレスライド適用後、12ヶ月経
過後に適用可能）

なし
（部分払いを行った出来高部分を除いた工期内全ての
特定資材が対象のため）

可能
（賃金水準の変更がなされる都度、適用可能）

これまでの事例 ほぼ経年的にあり 平成20年に運用通知 昭和49年に運用通知（第1次石油危機当時）

１２ヶ月以上 １４日以内 残工期２ヶ月以上

出 来 高 残 工 事

請 負 額

残工事に対する変動前後の差額（Ａ）

（変動前残工事額：Ｂ）

契約日 請求日 基準日 工期末

Ｓ

Ｓ＝全体ｽﾗｲﾄﾞ変更額＝Ａ－Ｂ×１．５％
ただし、Ａ＞Ｂ×１．５％の場合のみ、全体ｽﾗｲﾄﾞ適用可能

請 負 額

主要材料の変動額（Ａ）
（材料費のみを対象）

既済部分（検査済） 対 象 工 事

（変動前対象工事額：Ｃ）

契約日 請求日適用開始日 工期末

Ｓ

Ｓ＝単品ｽﾗｲﾄﾞ変更額＝Ａ－Ｃ×１％
ただし、Ａ＞Ｃ×１％の場合のみ、単品ｽﾗｲﾄﾞ適用可能

残工期２ヶ月以上

残工事に対する変動前後の差額（Ａ）

請 負 額 （変動前残工事額：Ｂ）

出 来 高

（受発注者協議）

次の賃金水準の変更日まで

残 工 事

契約日 請求日賃金水準
の変更日

工期末基準日

Ｓ

残工期２ヶ月以上１４日以内

Ｓ＝ｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞ変更額＝Ａ－Ｂ×１％
ただし、Ａ＞Ｂ×１％の場合のみ、ｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞ適用可能

概要図

○ 契約約款第25条（スライド条項）の適切な運用

【スライド額】 （賃金等変動に対する工事請負契約書第25条6項（インフレスライド条項）運用マニュアル（暫定版）（営繕工事版））

○ 材料単価、複合単価、市場単価、見積単価の変動価格を算出する
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公共建築工事における『営繕積算方式』の普及・促進

●適切な工期設定や市場価格との
乖離が認められる工種の見積活用

⇒（※１）

● 現場実態に合った共通仮設費
の積上 ⇒（※１）

● 物価上昇等への的確な対応
⇒（※２）

●「見積活用方式」の適用の明確化
・入札説明書等に明記

● 共通仮設の積上項目の明確化
・設計図書等への条件明示、公開
数量書に明記（設計変更可能）

『営繕積算方式』（実施中） 積算の見える化（強化）

○ 学校や庁舎等の公共建築工事を確実・円滑に実施するため、災害公営住宅の取組みと整合を取り、
実勢価格や現場実態を的確に反映した適正な予定価格を設定するための積算手法(『営繕積算方式』等)
の普及・促進

地方公共団体等への普及・促進（強化）

● ｢営繕積算方式」の活用及び「積算の見える化」に関する『マニュアル』を作成し、
臨時説明会を実施

● 「公共建築相談窓口」等において、個別事案の相談に丁寧に対応
● 積算情報（単価等）の共有
● 設計や建設業の各団体に説明会を実施

共通仮設費
(率：積上)

現場管理費 一般管理費等

◆標準積算(H26.04) ［100.0%］
【市場単価、標準的な共通仮設積上げ

（揚重機ｽﾎﾟｯﾄ、仮囲い、交通誘導警備員）】

(100.0%:100.0%)

100.0% 100.0%100.0%100.0%

143.0% 127.3% 113.9%

(117.8%:175.5%)

111.8%

134.1% 120.5% 110.5%

(113.4%:160.9%)

108.9%

直接工事費

《 積算例 》

● 共通仮設費及び現場管理費
の実態調査

共通費の調査（追加）
◆(※1) 被災地状況を反映 ［111.0%］

【実勢単価（見積活用）＋共通仮設の積上げ
（揚重機月極調達等）＋工期連動（3ヶ月加算）】
※宮城県建設業協会資料より

◆(※2) 工期延期＋価格変動 ［114.6%］
【工期1ヶ月延長＋型枠、鉄筋加工10%上昇】

直轄工事（営繕工事）の積算手法を地方公共団体へ情報提供し、個別相談等に丁寧に対応

第４回復興加速化会議
とりまとめ
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１．設計図書（工事請負契約書 第1条）への適切な明示

官庁営繕工事における施工条件明示について

施工条件明示について （平成14年5月30日付 国営計第24号）

明示項目 明 示 事 項

工程関係

１．他の工事の開始又は完了の時期により、当該工事の施工時期、
全体工期等に影響がある場合は、影響を受ける部分及び内容
並びに他の工事の内容及び開始又は完了の時期

２．施工時期、施工時間及び施工方法が制限される場合は、制限
される施工内容、施工時期、施工時間及び施工方法

３．当該工事の関係機関等との協議に未成立のものがある場合は、
制約を受ける内容及びその協議内容並びに成立見込み時期

４．関係機関、自治体等との協議の結果、特定の条件が付され当該
工事の工程に影響がある場合は、影響を受ける部分及び内容

５．工事着手前に地下埋設物及び埋蔵文化財等の事前調査を必要
とする場合は、その項目及び調査機関。又、地下埋設物等の移
設が予定されている場合は、その移設機関

６．設計工程上見込んでいる休日日数以外の作業不能日数等

用地関係 ・・・・・

公害関係 ・・・・・

安全対策
関係

・・・・・

・
・
・

・
・
・

改修工事の工程に関する施工条件の明示方法を指定

２．現状を踏まえた適切な施工条件の設定

実地調査を実施した上で、改修対象施設の現状を踏まえた適切な施工条件を設定。

○官庁営繕工事の改修工事では、入居官署が執務を行いながら施工する場合が多いため、工事の実施に当たっ
ては、それらの制約を踏まえて工程に関する施工条件を設定することが特に重要。

○不調・不落対策として、工程に影響を及ぼす「施工手順」を施工条件として明示し、施工時の負担を軽減。

明示項目等

明示方法

※設計図書への明示のイメージ

現場説明書 現場説明書現場説明書現場説明書

施工手順
手順1.--------
手順2.--------
手順3.--------

・
・
・

・現場説明書
による明示

該当部分
の補足

・設計図面
による明示
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営繕工事関係図書等の効率化

工事関係図書等体系図

工事関係図書及び工事完成図書を明確化することにより、発注者の監督・検査及び受注
者の業務の効率化を図ることを目的とする。

情報通信技術（ＩＣＴ）を利用することができるものとし、受発注者双方の単純作業を
削減し、発注者及び受注者の業務をさらに効率化を図ることを目的とする。

昨年来より取組んでいる「不調・不落対策」の一環として制定

発注者が受注者に提出を求める工事関係図書等の基本的な考え方を示し、それら
を体系的に整理

効率化にあたり、全国的に統一すべき概念を記載

実施方針の概要

作成文書
営繕工事における工事関係図書等に関する効率化実施方針

同 実施要領（案）の作成

目的

工事関係図書等一覧表（抜粋）

 
契約書 

設計図書 

現場代理人等通知書 

請負代金内訳書 

契約工程表 

実施工程表 

施工計画書 

施工図等 

工事打合せ書 

工事写真 

施工報告書 

等 

等 

完成図 

保全に関する資料 

等 

工事関係図書等

契約関係書類 

契約図書 

工事関係図書 

工事完成図書 

完成写真 

効率化についてより具体的な取り組みを示す

例えば、工事関係図書の一覧を提示。

実施要領（案）の概要
提示 その他

監督職員 契約担当課 発注担当課 受注者保管
監督職員

へ連絡

－ * 施工管理技術者通知書 標準仕様書 ○ ○ 設計

B8 標書2 * 電気保安技術者通知書 標準仕様書 ○ ○ 設計

－
工事用電力設備の保安責任者

報告
標準仕様書 ○ ○

B9 標書3 技能士通知書 標準仕様書 ○ ○ 該当

B10 技能資格者通知書 標準仕様書 ○ ○ 該当

B13 標書6 緊急連絡体制
建築工事安全施工技
術指針

○ ○

－ * 工事安全計画書 現場説明書 ○ ○

C2

(1)

～
(5)

標書10

(1)～(5)
*

施工体制報告書

（別添施工体制台帳）

建設業法第24条
公共工事の入札及び

契約の適正化の促進
に関する法律第13条

標準仕様書

○ ○

建設

し、
なお

適正
を行

制台
建第

工

事
関

係
図

書

作成
時期

種別

※１

様式
番号

※２
標準書式

※３
書類名称

書類作成の根拠 発注者 受注者

提出

工事関係図書等 書類作成者 受注者書類作成の位置付け

施工体制参考 (国交省のHP)
～工事関係図書等に関する効率化実施方針

http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk4_000012.html
関東地方整備局の取組

http://www.ktr.mlit.go.jp/eizen/gijyutu/eizen_gijyutu00000018.html

実施方針,実施要領(案)の形態
実施方針は本省で制定し、地整局へ通知

実施要領は本省で(案)を作成し、地方局へ参考送付
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営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン

30

品確法の改正（平成２６年６月施行）

国土交通省は、営繕工事の発注において公共工事の品質確保に関する基本理念にのっとり、関係

機関等との協議を調え、適切な工期で円滑かつ効率的な事業執行に資するよう、平成２６年３月
『営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン(以下、26年版ガイドライン)』を策
定した。

基本理念の追加（将来にわたる公共工事の品質確保とその中長期的な担い手確保等）を実現する

ために、発注者の責務が明確化されたことを受け、業界団体等との意見交換を行い、26年版ガイ

ドラインに必要な見直しを施し、平成２７年５月『営繕工事請負契約における設計変更ガ
イドライン』を改定した。

◇主な改正点 ・指定・任意仮設等の考え方を解りやすく表現

・Ｑ＆Ａは、ガイドライン本体から切り離し更なる充実を図り、

地方公共団体等に対して周知（Ｈ２７．１０月）

◇構 成・「設計変更ガイドライン」＋「工事一時中止ガイドライン」

◇内 容・設計変更及び発注者の事由に基づく工事一時中止における留意事項等

◇目 的・発注者と受注者双方の責任の明確化、透明性の向上、円滑な事業実施

・発注者と受注者双方が工事の施工に際しての共通認識の形成



 公告中の工事については、HPに公告文を掲載するとともに、公告のポイント等をとりまとめた「入札公告等の概要」を掲載
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ＨＰの改善（公告等の概要）

工事名 ○○（１８）電気設備改修工事

工事種別 電気設備工事

工事場所（都県） 東京都

工事場所（市区町村） ○○区○○１－２－３

工事概要
庁舎（既存） ＲＣー３ 約３，８００ｍ２
静止型電源設備改修 一式 他

担当事務所 ○○営繕事務所

公告日／期限日／開札日 H30.○.○ ／ H30.○.○ ／ H30.○.○

工 期 H30.▽.▽

入札契約方式／落札方式
一般競争入札（標準型）／総合評価落札方式（施工能力
評価型○型）

競
争
参
加
資
格
要
件
の
概
要

等級（ランク） 電気設備工事 ○等級

本店・支店・営業所の所在地
関東地方整備局管内に建設業法に基づく本店、支店又は
営業所を有すること。

企業の施工実績等
平成15年４月１日以降に、元請けとして完成・引渡しが

完了した下記（ア）の要件を満たす同種工事の施工実績
を有すること。 ・・・・・・・

配置予定技術者の資格、工事経験等
次に掲げる基準を満たす主任（監理）技術者を当該工

事に専任で配置できること。
・・・・・・・

入札公告等の概要（参考）
本資料は、本工事の入札公告に示した条件の概要や工事内容をお知らせするための参考資料で、契約図書の

一部ではありません。
本工事の詳細な内容に関しては、公告文及び入札説明書等をご覧下さい。

小規模改修工事については、上記に加えて「工事概要書」を掲載



「○○庁舎（１８）電気設備改修工事」の概要（参考） ※ 設備（直流電源改修工事）の例

本資料は、本工事の概要をお知らせするための参考資料で、契約図書の一部ではありません。本工事の詳細な内容に関しては、設
計図書及び現場説明書等をご覧下さい。

１．工事の概要

本工事は、○○庁舎（○○市○－○）（庁舎：ＲＣ造、地上３階地下１階、延べ面積○○○○㎡）において、直流電源装置及び直流電
源幹線を改修する工事です。
（１）主な工事内容
・庁舎：電灯設備、電力貯蔵設備の改設

（２）施工時期、施工時間、施工手順（想定）
・施工時間については、現場説明書説明事項その２の施工時間を参照してください。

（３）その他留意点
・閉校日の作業は原則として、午前９時から午後５時までとする。なお、業務に支障の無い作業やこれによりがたい場合は、監督職
員と協議を行う。
・騒音や振動が発生する作業は、原則閉校日の午前９時から午後５時までとする。なお、これによりがたい場合は、監督職員と協議
を行う。
・その他、工事中に生じた施工条件については、監督職員との協議による。

２．実態を踏まえた積算の運用、施工条件等の円滑な協議等
本工事において、以下の取組みを実施しています。

（１）実態を踏まえた積算の運用
予定価格の算出にあたり、本人負担分の法定福利費相当額を反映した「公共工事設計労務単価（平成２７年２月）」を用いるととも
に、法定福利費相当額が反映された見積書式の活用を行う等、現場条件や実態を踏まえた価格設定を行います。

（２）施工条件等の円滑な協議
施工計画の立案にあたり新たに必要となった調査、工事施工に関して、新たに発生した条件等について監督職員と協議した結果、
請負代金額の変更が必要と判断された内容については、設計変更の対象となります。

（３）工事関係図書等の効率化
本工事は、受発注者相互の業務の効率化と品質向上を目的とし、「工事関係図書等の効率化」を行う工事です。工事関係書類一
覧表は次のURLよりダウンロードすることができます。
http://www.ktr.mlit.go.jp/eizen/gijyutu/index00000001.html

（４）主任技術者又は監理技術者の専任、現場代理人の常駐の扱いについて
請負契約締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間）、
工場製作のみが行われる期間、検査終了後の期間等においては、主任技術者又は監理技術者の専任を要しません。
また、これらの期間において、発注者との連絡体制が確保されると発注者が認める場合は、工事現場における現場代理人の常駐
は要しません。

「工事概要書」の参考配布 （競争参加者にとって工事内容等を平易に理解していただくために）
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 小規模改修工事について、工事内容、施工条件、採用している円滑な施工確保のための対策や取組について明示し、公
告時に「工事概要書」（参考資料）として配付 （※ 施工上の留意事項、手順などを明示）

工事概要書（ひな形）

■ 施設整備の必要性、社
会的要請等について記載

■ 工事内容のポイントを
明示

■ 現場条件、施工上の留
意点を記載

■ 積算に反映している施
工手順等を明示

■ 円滑な施工確保のため
に実施する対策や取組を
記載



発注予定情報の提供の工夫① ＨＰへの発注情報の集約
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・一元化により情報取得が容易
・Excel形式のため、特定情報の検索・抽出可能
・随時最新情報に更新。公告中の工事はオレンジ

色に着色するとともに、「公告中」と表示

営繕工事発注見通し一覧表を

Excel形式で提供

リンクをclick
バナーをclick

関東地方整備局トップページ
http://www.ktr.mlit.go.jp/

営繕事務所ホームページ

「営繕部ホームページ」に

営繕工事発注関連情報を集約

公告中の工事は、工事場所別に
・公告文
・入札公告等の概要、工事概要書

を掲載

こちらからもHPに
アクセスできます



発注予定情報の提供の工夫② ＲＳＳによる自動配信

発注見通しの新着情報の自動配信を開始（H27.3～）
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発注予定情報の提供の工夫③ メール配信サービス

○入札参加者の拡大を図り、円滑な施工の確保を図る観点から、平成３０年度も引き続き、
官庁営繕工事・業務について、メールマガジンによる発注情報の配信サービスを行います。

○官庁営繕工事・業務の公告日（原則）に、概要を配信希望者に送付します。
○配信登録は以下のホームページで受け付けます。（登録済の方は、再登録の必要はありません。）

概要

1．配信希望者が配信登録用ＨＰにて、配信
希望内容を登録します（登録情報はＡＳＰ
センターに保存されます）。

2．各発注機関（本省・地整営繕部等）が、
公告情報（公示情報を含む）をＡＳＰセン
ターに入力します。

3．ＡＳＰセンターより、公告情報に合わせた
配信希望者にメールが配信されます。

配信の流れ

これをクリック

※ASP:（Application Service Providerの略）
ソフト等のサービスをネットワーク上で提供するプロバイダ

http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_fr2_000007.html

こちらからもHPに
アクセスできます
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公共建築相談窓口について
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組 織 窓 口 電 話 内線 対 象 地 域

関東地方
整備局

営 繕 部

官庁施設管理官
048-601-

3151

5114
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、
東京都、神奈川県、山梨県、長野県

計画課課長補佐 5153

東京第一
営繕事務所

技術課長
03-3363-

2694
－

埼玉県、東京都（練馬区、新宿区、渋谷区、
板橋区、北区、豊島区、文京区、千代田区、
港区）

東京第二
営繕事務所

技術課長
03-3531-

6550 －
千葉県、東京都（荒川区、台東区、足立区、
葛飾区、墨田区、江東区、江戸川区、中央区）

甲武
営繕事務所

技術課長
042-529-

0011
－

山梨県、東京都（中野区、杉並区、世田谷区、
品川区、大田区、目黒区、特別区以外）

宇都宮
営繕事務所

技術課長
028-634-

4271
－ 栃木県、茨城県

横浜
営繕事務所

技術課長
045-681-

8104
－ 神奈川県

長野
営繕事務所

技術課長
026-235-

3481
－ 長野県、群馬県

公共建築相談窓口一覧
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